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１．国が定める準則への地域限定で適用される緑地面積

基準の追加 
 
 ここ数年、地方自治体から、地域再生計画や構造改革

画の提案公募の中で、工場立地法上の地域準則の設定権

現行の都道府県及び政令市から、他の市町村まで拡大し

い旨の要望が出てきた。 
 こうした要望の背景には、平成９年の工場立地法改正

都道府県及び政令市レベルでは地域準則の制定がなかな

ないといった事情が存在すると思われる。 
 地域の実情に合った緑地面積率等の基準の整備を一層

ためには、地域準則の設定が行われていない都道府県及

都道府県の管轄にある市町村を対象に、当面の間、国が

準則に地域限定で適用される緑地面積率等の基準を追加

ではないか。 
 
２．地域限定の基準を追加するためのスキーム 
 
（１）今回、国が、地域限定の基準を国の準則に定める
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する場合には、地域の実情をよく把握している地方自治体か

ら基準案及びそれを適用する地域を提示させることが適切

ではないか。 
 
（２）この場合、地方自治体が基準案とそれを適用する地域を

提示するに当たって、以下の四つの要件を満たすことが必要

ではないか。 
 ① 地方自治体を管轄する自治体又は当該地方自治体におい

て、地域準則が設定されていないこと。 
② 基準案を提示しようとする地方自治体は、当該地方自治

体と関係する地方自治体等と十分協議し、合意をした上で

国に案を提示すること。 
③ 基準案は、あくまで地域準則を設定する際の国の基準幅

（区域区分基準）の範囲内で設定すること。 
④ 基準案が適用される地域は、工業地域、工業専用地域等

にあって、コンビナート等の工場が一団に集合している地

域であって、当該地域における工場の新増設に当たって、

当該地域の内部又は隣接地等に十分な自然が既に確保され、

かつ、それが継続的に維持・管理されることが確実であり、

周辺環境との調和が自動的に確保されていること。 
 
（３）地方自治体から上記四要件を満たす基準案とそれを適用

する地域の提示があった場合には、それをもって準則とでき

る一般的な規定を国の準則に設けるべきではないか。 


